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１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績 金額は百万円未満を切捨て

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 9,586 △ 11.5 572 109.5 361 -
13年 9月中間期 10,834 △ 2.3 273 2,148.2 △ 154 -
14年 3月期 22,315 1,116 374

     中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 △ 42 - △ 0.72
13年 9月中間期 △ 388 - △ 6.62
14年 3月期 △ 399 △ 6.80
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期    58,691,082 株   13年 9月中間期    58,698,864 株   14年 3月期    58,698,864 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 9月中間期 - －
13年 9月中間期 - －
14年 3月期 － -
(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 35,413 14,008 39.6 238.69
13年 9月中間期 36,572 13,929 38.1 237.30
14年 3月期 35,035 14,094 40.2 240.11
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期 58,698,864株 13年 9月中間期 58,698,864株 14年 3月期 58,698,864 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期  　11,374 株 13年 9月中間期       526株 　14年 3月期   　4,361 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭  円 　銭

通　　期 20,490 1,060 1,400 - -
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   23 円 85 銭 

＊上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基いて作成したものであり、実際の業績

　　は今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。



個別中間財務諸表等
　（１）中間貸借対照表

（単位：百万円、端数切捨て）

期　別　

科　目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

% % % %

(資産の部)

 流　動　資　産

現金及び預金 2,578 840 2,863 1,738

受取手形 5,783 399 5,338 5,383

売掛金 2,992 △ 619 3,117 3,611

有価証券 5 -          325 5

たな卸資産 3,509 △ 391 4,028 3,901

繰延税金資産 60 △ 8 78 68

その他 1,683 442 1,229 1,240

貸倒引当金 △ 18 △ 1 △ 17 △ 17

流動資産合計 16,594 46.9 662 1.4 16,964 46.4 15,931 45.5

 固　定　資　産

有形固定資産

建物 3,920 △ 62 3,974 3,982

機械装置 5,337 △ 149 5,754 5,487

土地 5,437 -          5,437 5,437

その他 653 △ 34 841 688

有形固定資産合計 15,349 43.3 △ 247 △ 1.2 16,008 43.8 15,596 44.5

無形固定資産 52 0.1 △ 8 △ 0.1 77 0.2 61 0.2

投資その他の資産

投資有価証券 1,322 △ 62 1,409 1,385

関係会社株式 141 △ 27 188 168

繰延税金資産 1,438 25 1,413 1,412

その他 656 15 673 640

貸倒引当金 △ 140 20 △ 162 △ 160

投資その他の資産合計 3,417 9.7 △ 28 △ 0.1 3,522 9.6 3,446 9.8

固定資産合計 18,819 53.1 △ 284 △ 1.4 19,608 53.6 19,103 54.5

35,413 100.0 378      - 36,572 100.0 35,035 100.0

前会計年度末(B)

(平成14年3月31日現在)

資産合計

(平成14年9月30日現在)

前中間会計期間末

(平成13年9月30日現在)(A)-(B)

当中間会計期間末(A) 増　　減
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（単位：百万円、端数切捨て）

期　別　　

科　目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

% % % %

(負債の部)

流 動 負 債

支払手形 1,749 214 878 1,535

買掛金 2,409 △ 127 2,568 2,537

短期借入金 3,030 110 4,020 2,920

1年内償還社債 5,000 -          1,514 5,000

未払法人税等 8 △ 7 7 16

賞与引当金 286 △ 7 301 293

その他 1,891 68 1,783 1,822

流動負債合計 14,375 40.6 251 0.3 11,073 30.3 14,124 40.3

固 定 負 債

社債 -          -          5,000 -          

長期借入金 5,350 100 5,090 5,250

退職給付引当金 1,679 113 1,479 1,566

固定負債合計 7,029 19.8 213 0.3 11,569 31.6 6,816 19.5

負債合計 21,405 60.4 464 0.6 22,643 61.9 20,940 59.8

(資本の部)

資　本　金 8,062 22.8 -          △ 0.2 8,062 22.0 8,062 23.0

資本剰余金 7,054 19.9 -          △ 0.2 7,054 19.3 7,054 20.1

資本準備金 7,054 -          7,054 7,054

利益剰余金 △ 901 △ 2.5 △ 42 0.0 △ 848 △ 2.3 △ 859 △ 2.5

　　利益準備金 -          △ 465 465 465

任意積立金 193 △ 32 225 225

中間(当期)未処理損失 1,095 △ 455 1,539 1,550

その他有価証券評価差額金 △ 206 △ 0.6 △ 43 △ 0.2 △ 339 △ 0.9 △ 163 △ 0.4

14,008 39.6 △ 85 △ 0.6 13,929 38.1 14,094 40.2

自己株式 △ 0 △ 0.0 0 -          -     △ 0 △ 0.0

資本合計 14,008 39.6 △ 86 △ 0.6 13,929 38.1 14,094 40.2

35,413 100.0 378 - 36,572 100.0 35,035 100.0

前会計年度末(B)

(平成14年3月31日現在)

前中間会計期間末

(平成13年9月30日現在)

増　　減

(A)-(B)

負債及び資本合計

(平成14年9月30日現在)

当中間会計期間末(A)
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　（２）中間損益計算書

（単位：百万円、端数切捨て）

期　別　　 当中間会計期間 前中間会計期間 前会計年度

平成14年4月 1日から 平成13年4月 1日から 平成13年4月 1日から

平成14年9月30日まで 平成13年9月30日まで 平成14年3月31日まで

科　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率 金　額 百分比

% % % %

売 上 高 9,586 100.0 10,834 100.0 △ 1,247 △ 11.5 22,315 100.0

売上原価 7,368 76.8 8,807 81.3 △ 1,438 △ 16.3 17,667 79.2

売上総利益 2,218 23.2 2,027 18.7 191 9.4 4,648 20.8

販売費及び一般管理費 1,646 17.2 1,753 16.2 △ 107 △ 6.1 3,532 15.8

営業利益 572 6.0 273 2.5 298 109.5 1,116 5.0

営業外収益

受取利息 4 18 △ 14 30

その他 71 17 54 20

計 75 0.8 35 0.3 39 109.9 51 0.2

営業外費用

支払利息 72 74 △ 2 146

社債利息 70 146 △ 75 225

出向者労務費負担額 -          111 △ 111 195

その他の費用 143 130 14 225

計 285 3.0 463 4.3 △ 177 △ 38.3 792 3.5

経常利益又は損失(△) 361 3.8 △ 154 △ 1.5 515 － 374 1.7

特別損失

退職給付会計基準

変更時差異償却 327 327 -          655

投資有価証券評価損 51 -          51 319

役員退職慰労金 -          96 △ 96 96

計 379 4.0 424 3.8 △ 44 △ 10.5 1,071 4.8

税引前中間(当期)純損失 18 △ 0.2 578 △ 5.3 △ 560 － 696 △ 3.1

法人税､住民税及び事業税 10 0.1 14 0.1 △ 4 23 0.1

法人税等調整額 14 0.1 △ 203 △ 1.8 218 △ 320 △ 1.4

中間(当期)純損失 42 △ 0.4 388 △ 3.6 △ 346 － 399 △ 1.8

1,052 1,151 1,151

中間(当期)未処理損失 1,095 1,539 1,550

前期繰越損失

増　　減

前年同期比
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、原材料及び貯蔵品は総平均法による原価基準、仕掛品は、エンジニアリング部門の一部については個別法によ

る原価基準、その他は総平均法による原価基準によっております。 

（2）有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価基準 

②その他有価証券 

時価のあるもの・・・中間決算日の市場価格等に基づく時価基準 

評価差額は全部資本直入法で処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 

時価のないもの・・・移動平均法による原価基準 

（3）デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

①デリバティブ・・・時価法 

（４）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっております。 

(会計処理の変更) 

従来、ワイヤロ－プを製造する尾上事業所及びステンレス鋼線を製造する泉佐野事業所の有形固定資産の減価償却

方法は、定率法(ただし、平成10年 4月 1日以後に取得した建物附属設備を除く建物については定額法)によっており

ましたが、当中間会計期間より、定額法に変更しております。 

 この変更は、構造改革による収益改善及び徹底したコスト見直しを行うべく収益改善プロジェクトを推進すること

を契機として、減価償却の方法について検討した結果、両事業所において、現下の経営環境に鑑み、今後とも長期安

定的な生産量のもと、設備投資の収益貢献の効果が長期にわたり平均的に発生すると認められることから、収益に対

応する費用配分をより合理的に行うためのものであります。 

この変更に伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、減価償却費は 126百万円減少し、営業利益は 75百万円、

経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ 76百万円増加しております。 

②無形固定資産 

定額法によっております。ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における見込利用可能期間(5年)によ

る定額法を採用しております。 

（５）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異(3,276百万円)については、５年による按

分額を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額法により、

発生の翌期から費用処理することとしております。 
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（６）リ－ス取引の処理方法 

リ－ス物件の所有権か゛借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（７）ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、個別に為替予約を付した外貨建金銭債権債務等については振当処理を行っ

ており、また、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段として為替予約取引及び金利スワップ取引を利用しております。ヘッジ対象は為替及び金利の相場変動に

よる損失の可能性がある資産又は負債であります。 

③ヘッジ方針 

当社のリスク管理規程に基づき、外貨建債権債務に係る為替相場の変動リスク及び借入金の金利変動リスクを回避す

るため、ヘッジ取引を実施しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引は、特例処理の要件を満たしており、中間決算日における有効性の評価を省略しています。また、

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てている

ため、中間決算日における有効性の評価を省略しております。 

 

（８）その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

追 加 情 報 

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 

当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(企業会計基準第 1 号)を適用しております。 

これによる当中間期の損益に与える影響はありません。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期末における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。また、前中間期末及び前期末についても改正後の表示区分に組替えておりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注記事項

（中間貸借対照表関係）

（当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前会計年度末）

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,386 百万円 21,313 百万円 21,928 百万円

２．受取手形割引高 1,269 百万円 1,270 百万円 1,270 百万円

３．保証債務 1,473 百万円 1,555 百万円 1,510 百万円

４．期末日満期手形の処理

期末日が金融機関の休業日の場合、満期日に決済が行なわれたものとして処理しております。

期末日残高から除かれている期末日満期手形は次のとおりであります。

（当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前会計年度末）

受取手形 ― 百万円 877 百万円 813 百万円

支払手形 ― 百万円 220 百万円 240 百万円

設備支払手形 ― 百万円 7 百万円 5 百万円

（中間損益計算書関係）

１．減価償却実施額

（当中間会計期間） （前中間会計期間） （前会計年度）

有形固定資産 458 百万円 612 百万円 1,229 百万円

無形固定資産 14 百万円 16 百万円 32 百万円

リース取引

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス ・リ－ス取引(借主側)

①リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び(中間)期末残高相当額

（当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前会計年度末）

取得価額相当額 155 百万円 135 百万円 125 百万円

減価償却累計額相当額 66 百万円 41 百万円 39 百万円

(中間)期末残高相当額 88 百万円 94 百万円 86 百万円

注　上記金額の主なものは「工具器具備品」であります。

②未経過リ－ス料(中間)期末残高相当額

（当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前会計年度末）

１年以内 30 百万円 27 百万円 27 百万円

１年超 60 百万円 77 百万円 67 百万円

合計 91 百万円 104 百万円 94 百万円

③支払リ－ス料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（当中間会計期間末） （前中間会計期間末） （前会計年度末）

支払リース料 17 百万円 11 百万円 25 百万円

減価償却費相当額 15 百万円 10 百万円 22 百万円

支払利息相当額 1 百万円 0 百万円 0 百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リ－ス期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤利息相当額の算定方法

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については

利息法によっております。
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